
新発田市簡易型総合評価落札方式試行要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施

行令」という。）第１６７条の１０の２の規定に基づき、新発田市が発注

する建設工事において、工事の品質確保を目的として、価格のほか、価格

以外の技術的な要素を総合的に評価し、価格及び技術の両面で最も優れて

いる入札参加者を落札者として決定する入札方式（以下「簡易型総合評価

落札方式」という。）の試行に関し、新発田市建設工事一般競争入札実施

要綱（平成１８年新発田市告示１０４号。以下「要綱」という。）に定め

るもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

（簡易型総合評価落札方式の型式） 

第２条 この要領において行う簡易型総合評価落札方式による入札は、当該

工事の難易度や規模等に応じて、次に掲げるいずれかの型式により実施す

るものとする。 

⑴ 簡易提案型 技術的な工夫の余地が小さい一般的な工事において、簡

易な施工計画書のほか、同種・同規模工事の施工実績や工事成績等の評

価項目と入札価格を総合的に評価する方式 

⑵ 簡易実績型 技術的な工夫の余地が小さい一般的で比較的小規模な

工事において、同種・同規模工事の施工実績や工事成績等の評価項目と

入札価格を総合的に評価する方式 

 

（対象工事） 

第３条 簡易型総合評価落札方式による入札は、次の各号に掲げる型式の

区分に応じ、当該各号に規定する工事に適用するものとする。 

⑴ 簡易提案型 技術的な工夫の余地が小さい一般的な工事のうち、請

負対象設計金額が３，５００万円以上の工事 

⑵ 簡易実績型 簡易型総合評価落札方式に適すると特に認められる請

負対象設計金額が１,０００万円以上の工事（前号に掲げる工事を除



く。） 

 

（対象工事の選定） 

第４条 簡易型総合評価落札方式による入札を実施する工事は、前条に規定

する対象工事のうちから、要綱第２条第２項の規定により市長が選定する

ものとする。 

 

（学識経験者の意見聴取） 

第５条 市長は、簡易型総合評価落札方式による入札を実施するに当たって

は、次に掲げる事項について、あらかじめ２人以上の学識経験者の意見を

聴かなければならない。 

⑴ 施行令第１６７条の１０の２第３項に規定する落札者決定基準（次項

において「落札者決定基準」という。）を定めようとするとき。 

⑵ 前号の当該落札者決定基準に基づいて落札者を決定しようとすると

きの再度の意見聴取の必要性 

２ 前項第２号の規定による意見聴取において、落札者を決定するに当たり

意見聴取の必要性があるとの意見があった場合においては、当該落札者を

決定しようとするときに、あらかじめ学識経験者の意見を聴かなければな

らない。 

 

（入札の公告） 

第６条 市長は、簡易型総合評価落札方式による入札を行おうとする場合は、

施行令第１６７条の６及び新発田市契約規則（平成１８年新発田市規則第

３５号）第５条に規定するもののほか、次に掲げる事項について公告する

ものとする。 

⑴ 当該工事が簡易型総合評価落札方式の適用工事であること。 

⑵ 落札者決定基準及び落札者の決定方法に関すること。 

⑶ 第８条第１項各号に規定する技術的要件に関する資料（以下「技術資

料」という。）の内容及び提出期限等 

⑷ 技術提案不履行等の場合における措置 



⑸ その他市長が必要と認める事項 

 

（質問等） 

第７条 簡易型総合評価落札方式による入札に参加しようとする者（以下

「入札参加希望者」という。）は、前条の公告に係る設計図書、技術資料

等に関する質問を所定の期限までに、公告で別に定める方法により行うこ

とができる。 

２ 前項の質問及びそれに対する回答は、公告で別に定める方法により公表

するものとする。 

 

（入札参加の申請時に必要な資料等） 

第８条 入札参加希望者は、要綱第４条第１項第１号に規定する申請書及び

次に掲げる資料（以下「申請書等」という。）を所定の期限までに提出し

なければならない。 

⑴ 企業の技術力・地域性確認資料（別記第１号様式） 

⑵ 配置予定技術者の能力確認資料（別記第２号様式） 

⑶ 施工上の課題に対する技術的所見を記載した簡易な施工計画書（別記

第３号様式） 

⑷ 技術資料の提出について（別記第４号様式） 

２ 前項の申請書等の作成に要する費用は入札参加希望者の負担とし、提出

された申請書等については返却しない。 

 

（落札者決定基準） 

第９条 市長は、評価基準、評価の方法並びに価格以外の技術的要素等に係

る各評価項目を点数化した得点の合計点（以下「技術評価点」という。）

並びに価格評価点の配点及び算定方法並びに落札者決定の方法について

工事ごとに落札者決定基準を定め、公告するものとする。 

 

 （簡易型総合評価の方法） 

第１０条 簡易型総合評価の方法は、入札参加希望者の技術資料を基にした



技術評価点と入札価格に基づき点数化した価格評価点を合算して得た評

価点（以下「総合評価点」という。）で評価する。 

２ 技術評価点及び価格評価点の配点及び算定方法については、新発田市簡

易型総合評価落札方式試行要領の運用基準（以下「運用基準」という。）

で定める。 

 

 （落札者の決定方法） 

第１１条 落札者の決定をするときは、次に掲げる要件に該当する入札者の

総合評価点の最も高い者を落札者とする。ただし、総合評価点の最も高い

者が２者以上あるときは、くじにより落札者を決定するものとする。 

⑴ 入札価格が予定価格の制限の範囲内であること。 

⑵ 入札価格が新発田市低入札価格調査制度実施要綱（平成１７年新発田

市告示第９８号）第３条に規定する調査基準価格未満でないこと。ただ

し、前号の要件を満たす場合において、新発田市低入札価格調査制度実

施要綱第７条の規定による調査を実施し、入札者が提出した資料等を審

査した結果、当該工事内容に適合した履行が可能であると認められる場

合はこの限りでない。 

 

（技術資料の審査） 

第１２条 第８条の規定により提出された技術資料の審査は、総合評価方式

に係る事務を所掌する契約検査課長が行う。 

２ 第８条の規定により提出された「簡易な施工計画書」の評価は、入札参

加希望者名を伏せた上で、当該工事の所管課長、課長補佐及び担当係長の

３者がそれぞれ個別に行い、３者の評定平均をもって算出した技術資料を

作成する。この場合において、必要に応じて配置予定技術者のヒアリング

を行うことができるものとする。 

 

（落札結果等の公表） 

第１３条 市長は、簡易型総合評価落札方式により落札者を決定し、契約を

締結したときは、次の事項を公表するものとする。 



⑴ 入札参加者 

⑵ 入札参加者の入札金額 

⑶ 入札参加者の価格評価点 

⑷ 入札参加者の技術評価点 

⑸ 入札参加者の総合評価点 

 

（落札結果等に係る照会） 

第１４条 入札参加者は、前条の規定により公表された事項に関する照会を

書面により行うことができる。 

２ 市長は、前項の照会があった場合は、当該入札参加者に速やかに書面で

回答するとともに、その内容を公開するものとする。 

 

（技術提案等の履行の確認） 

第１５条 市長は、落札者となった者が、契約後、その者の責めにより、第

８条の規定により提出された技術資料の内容を満たすことができない場

合は、次の措置を講ずることができる。 

⑴ 技術資料の内容と施工内容に著しい差異があるときは、新発田市建設

工事請負契約約款（平成１８年新発田市告示第９５号）第４８条の規定

による契約解除 

⑵ 工事成績評定における減点評価 

２ 工事成績評定における減点方法については、運用基準で定める。 

３ 「簡易な施工計画書」における技術提案の記載内容に基づく設計変更に

ついては、設計変更の対象としない。 

 

（技術提案の保護） 

第１６条 技術提案については、以後の工事において、その内容が一般的に

使用されている状態になった場合は、発注者は無償で使用できるものとす

る。ただし、工業所有権等の排他的権利を有する提案については、この限

りでない。 

２ 市長は、技術提案の取扱いにあたっては、提案者の知的財産であること



から、提案内容が他者に知られないようにしなければならない。また、提

案者の承諾なく提案内容の一部のみを採用してはならない。 

 

（その他） 

第１７条 この要領に定めのない事項及びこれにより難い事項については、

市長が別に定める。 

 

附 則 

この要領は、平成２０年１月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成２０年５月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成２３年５月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和元年５月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新発田市簡易型総合評価落札方式試行要領の運用基準 

 

第１ この基準は、新発田市簡易型総合評価方式試行要領に定めるもののほ

か、新発田市が発注する建設工事における簡易型総合評価落札方式の運用

に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 

第２ 設計金額が１５，０００万円以上の場合は新発田市入札・契約制度等

審査検討委員会での審議とし、それ以外の場合は新発田市建設工事等競争

入札調査委員会での審議を要するものとする。 

 

第３ 総合評価点、価格評価点及び技術評価点の配点 

１ 総合評価点は、１００点とする。 

２ 価格評価点は、総合評価点から技術評価点を除いた点数とする。 

３ 技術評価点は、簡易実績型の場合は１８点、簡易提案型の場合は２３

点とする。 

 

第４ 評価項目及び評価基準 

１ 評価項目及び評価基準については、次の(1)～(4)及び別紙「評価項目

及び評価基準の細目等」によるものとする。 

(1) 簡易実績Ⅰ型を適用する工事 

別表１企業の技術力重視（Ⅰ型）の評価項目及び評価基準を標準

とするものとする。 

(2) 簡易実績Ⅱ型を適用する工事 

別表１配置技術者重視（Ⅱ型）の評価項目及び評価基準を標準と

するものとする。 

(3) 簡易実績Ⅲ型を適用する工事 

別表１地域要件重視（Ⅲ型）の評価項目及び評価基準を標準とす

るものとする。 

(4) 簡易提案型を適用する工事 

別表２の評価項目及び評価基準を標準とするものとする。 



２ 市長は、評価基準を工事の難易度や重要度に応じて評価点の上限の範

囲内で設定するものとし、また評価項目は工事の内容に応じて設定でき

るものとする。 

３ 配置予定技術者が複数の場合の配置予定技術者の評点は、最も低い

評点となる者の評点とする。 

 

第５ 価格評価点の算定方法は、次の(1)及び(2)によるものとする。 

(1) 価格評価点は、次の算定式により算定する。（小数点以下第第4位

四捨五入） 

 ① 入札価格が配点基準価格以上の場合 

                

      

 

② 入札価格が配点基準価格未満の場合 

                

     

 

 

(2) 配点基準価格とは、入札参加者が入札した価格のうち、制限内（予

定価格以下で、新発田市低入札価格調査制度実施要綱第4条に規定する

調査基準価格以上）の最低入札価格をいう。 

 

第６ 技術資料の評価方法 

１ 技術資料の評価のうち簡易な施工計画書及び配置予定技術者のヒア

リングの評定は、当該工事所管課の課長・課長補佐、担当係長の３者で

行うが、それ以外の技術資料の評定は、契約検査課長が各評価項目の評

価点を算定する。 

２ 評価点の算出は、技術資料提出後に契約検査課が行い、算出結果につ

いて学識経験者に意見を聴かなければならない。 

 

入札価格 

配点基準価格 

入札価格 

配点 
価格評価点＝ 

１＋（ －１）×３ 

配点基準価格 
価格評価点＝配点× 



第７ 技術提案等の履行確認方法 

１ 簡易な施工計画書等の内容の履行確認は、監督員が日々の現場監督業

務の中でプロセスチェック表の項目に追加し別紙様式―１により行う

ものとする。 

２ 前項の規定による確認において、不履行を確認した場合、監督員は速

やかに所管課長等に報告するものとする。 

３ 前項の報告を受けた所管課長は、速やかに現場の確認を行い、処理方

針を検討し契約検査課へ報告するものとする。 

 

第８ 工事成績評定の減点 

配置予定技術者、地域調達、簡易な施工計画について、提出された技術

資料の内容が受注者の責により履行できない場合の措置は、それぞれ次に

より算定し行うものとする。 

(1) 配置予定技術者 

配置予定技術者が配置できなかった場合の措置は、請負工事成績

評定実施要領の考査項目「総合評価技術提案履行確認」にて８点の

工事成績評定点の減点を行う。ただし、真にやむを得ない場合等に

より、配置予定技術者の評価と同等以上の技術者を配置した場合は、

減点を行わない。 

(2) 地域調達 

地域調達が、受注者の責により履行できなかった場合の措置は、

請負工事成績評定実施要領の考査項目「総合評価技術提案履行確認」

にて８点の工事成績評定点の減点を行う。 

(3) 簡易な施工計画 

簡易提案型にあっては、簡易な施工計画書に記載された内容が、

受注者の責により履行されない場合、次の算定式にて、技術評価点

を達成度合いに応じて再計算を行い、落札時の技術評価点との差に

応じた工事成績評定点の減点を、請負工事成績評定実施要領の考査

項目「総合評価技術提案履行確認」にて行う。 

減点値＝ ８点 × （Ａ － Ｂ ） ／Ａ （小数点以下第１位四捨五入） 



Ａ：当初の技術評価点（点） 

Ｂ：達成度合いに応じて再計算した技術評価点（点） 

（注）８点：請負工事成績評定実施要領の考査項目「法令厳守等」の文書

注意相当 


